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環境社会配慮のための国際協力銀行ガイドライン異議申立手続要綱（案）と私の私見（>赤

字で表記）です 

  

○異議申立手続の目的 

本行によるガイドラインの遵守を確保するため、ガイドラインの遵守・不遵守にかかる事

実を調査し、結果を総裁に報告すること。>調査に基づき当該案件に対しＪＢＩＣがとるべ

き対応を決定するためのきわめて重要な勧告を行うためのものであるべき 

ガイドラインの不遵守を理由として生じた本行の投融資案件に関する具体的な環境・社会

問題にかかる紛争に関して、その迅速な解決のため、当事者（申立人およびプロジェクト

実施主体）間の対話を促進すること。 

○基本原則 

「中立性」 環境担当審査役（仮称）は、本行の投融資担当部門、プロジェクトを実施する

側、プロジェクトに異議を唱える側のいずれにも属すことなく中立的な立場から、全ての

当事者の意見をバランス良く聴取しなければならない。>異議申し立ての審査の担当である

ことが明確になるような名称であるべき 

「効率性」 環境担当審査役は、異議申立を効率的に処理しなければならない。 

「迅速性」 環境担当審査役は、異議申立手続を迅速に処理すべく、原則として異議申立受

理後 3 ヶ月以内に報告書を提出し活動を完了させなければならない。 

「透明性」 環境担当審査役の活動は、対話の促進という目的および借入人等の商業上等の

秘密に配慮しつつ、公開が原則でなければならない。 

「補完性」 異議申立手続は、当事者間で既に行われている紛争解決に向けた努力、我が国

および途上国における紛争解決の諸手続に重複しないよう、補完的なものでなければなら

ない。>ＪＢＩＣのガイドラインの遵守を確保するものであって他の係争とこの部分が重複

することはあり得るべき 

「濫用防止」 異議申立手続は、競争目的・政治目的で濫用されることなく、真にガイドラ

インの遵守の確保及び当事者間の対話の促進に貢献するものでなければならない。 

○環境担当審査役の位置付けと役割 

環境担当審査役は、人格が高潔で社会的信望が厚い人物であることが必要であり、投融資

担当部門から独立した総裁直属の機関として設置される。>審査役およびその業務を助ける

事務局が独立した総裁直属の機関として設置されることを明記すべき 

>審査役の選任についての何らかの規定があるべき 

環境担当審査役は、本行の投融資案件に関する具体的な環境・社会問題にかかる紛争につ

き、現地住民からの異議申立を受け付け、本行によるガイドラインの遵守・不遵守にかか

る事実を調査する。 



環境担当審査役は、ガイドラインの遵守・不遵守にかかる事実を調査するため、当該プロ

ジェクトの決定にかかわった投融資担当部署に対してヒアリングを行う。>調査、情報への

アクセスの権限を明確にするべき 

環境担当審査役は、上記の異議申立を受け付け、その処理に向けた現地住民、プロジェク

ト実施主体その他関係者間の対話の促進を行う。 

環境担当審査役は、案件処理後、報告書を総裁に対して提出する。>報告書にはＪＢＩＣの

対応を決定するための勧告を行うべき 

○異議申立の手続開始要件 

1. 対象案件 

異議申立は、本行の投融資案件であり本行がガイドラインを遵守しなかったことにより、

現実に重大な被害が生じていると考えられる案件に対して行うことができる。 

2. 申立人の要件 

異議申立は、当該プロジェクトにより現実の直接的な被害を受けた当該国の 2 人以上の親

族でない住民によりなされることが必要である。 

3. 期間 

異議申立は、融資契約調印後、貸出が終了するまでの期間に可能である。>カテゴリー分け

も異議申し立ての対象となるべきで融資契約以前にもカテゴリー分け等については異議申

し立ての対象となるべき 

異議申立が上記以外の期間になされた場合には、環境担当審査役は、その旨を申立人に対

して通知するとともに、当該プロジェクトの投融資担当部署に対して連絡する。 

4. 申立書の内容 

申立書には、以下の内容が日本語又は英語で記載されていることが必要である。>先住民な

どからの異議申し立てに関しては日本語または英語に翻訳する手段を提供すべき 

（Ａ ）申立人の氏名 

（Ｂ ）申立人の住所・連絡先 

異議申立は本名で行われ、連絡先が明記されていなければならない。但し、申立人にかか

る情報は、法の要請による場合を除き、外部には公開されない。 

（Ｃ ）異議を申し立てる対象の案件 

� 国名 

� プロジェクトサイト 

� プロジェクトの概要 

（Ｄ ）申立人に対して生じた具体的被害 

（Ｅ ）申立人が考えるガイドラインの違反の条項および違反の事実 

（Ｆ ）ガイドライン違反と具体的被害の因果関係 

（Ｇ ）プロジェクト実施主体との協議の事実 

当事者間の自主的な紛争解決に向けた努力を促すため、申立人は、異議申立を行う前に、



プロジェクト実施主体に対して協議を申込み、対話に向けた努力を行うことが求められる。

環境担当審査役は当事者間において誠実な問題解決に向けた協議が行われていない場合に、

手続開始を決定する。このため、プロジェクト実施主体との協議に向けた申立人の行為に

かかる事実関係については、日時・相手方・対応の内容など詳細が記載される必要がある。 

（Ｈ ）本行投融資担当部署との協議の事実 

申立人は、異議申立を行う前に、本行の投融資担当部署に対して協議を申込み、本行の投

融資担当部署との対話を行うことが求められる。環境担当審査役は、投融資担当部署が適

切に協議申込に対応しない場合に、手続開始を決定する。このため、本行投融資担当部署

との協議の事実関係については、日時・対応者・対応の内容など詳細が記載される必要が

ある。 

本行の広報部署は、本行との対話が迅速かつ適切に行われるよう外部から問合せがあった

場合には、迅速に当該案件の投融資担当部署を紹介しなければならない。 

（Ｉ ）情報公開への同意 

申立人に関する情報・発言内容・調査により判明した事実は、すべての関係者が合意する

場合、および我が国の情報公開法に基づき、その内容が公開されることがあるので、申立

書には、情報公開については、当事者の合意と我が国の法律に従う旨、記載されているこ

とが必要である。>申立人に関わる個人情報以外原則として情報は公開されるべき 

（Ｊ ）記載事項の真実性にかかる宣誓 

申立人は、申立書記載事項が真実であることを宣誓することが必要である。また申立人は、

申立書記載事項に重大な虚偽があることにより申立が却下される場合には、当該申立人は

以後申立の資格を失うとともに、予備調査に要した費用について当該申立人の負担となる

ことがある。>費用の負担についてこのように書くことは申立人に不必要な圧力を加える可

能性を生じる 

5. 並行二重手続の防止・一事不再理 

異議申立は、本手続がより効率的かつ有意義に活用されるため、並行手続防止および一事

不再理の観点から、我が国および途上国の訴訟・行政手続、国際機関の手続その他の紛争

処理手続において係争中のプロジェクトでないこと、過去に当該被害について紛争処理手

続が行われていないこと、および、過去に当該被害について本手続を活用していないこと

が必要である。>一事不再理は当然のこととしてこの異議申し立てはガイドラインの遵守に

関するものであり他の係争との並行は問題にならない 

6. 濫用の防止 

濫用防止の観点から、異議申立は純粋かつ手続の趣旨に沿って適切になされたものでなけ

ればならない。異議申立が以下に例示される濫用目的で行われていると環境担当審査役が

判断する場合は開始を決定しないことがある。 

� 当該国の法制度で認められる補償金額以上を不当に獲得することを目的とする場合>当

該国の法制度が国際通念に照らしての正当な補償金を保証していない場合もあり一概にこ



のような文言で切り捨てるべきではない 

� プロジェクトの進捗を遅延させることのみを目的とする場合 

� プロジェクト実施主体の信用・評判を毀損する目的で利用する場合 

� プロジェクトと無関係の政治的意図でなされる場合 

また、環境担当審査役は申立書に重大な虚偽がある場合には、異議申立を却下することが

できる。 

○異議申立手続のプロセス 

１ ．申立書受理および申立人への通知 

環境担当審査役は、申立書に申立人の氏名および連絡先が記載されている限り、申立書を

受領後、原則として５営業日以内に、別添の書式に従い受理の通知を行う。 

２ ．予備調査 

環境担当審査役は、申立書が所定の内容を十分に記載しているかどうかを書面調査する。

記載に不備がある場合には、不足部分につき別途申立人より徴求することができる。 

環境担当審査役は、必要に応じて、申立資格の有無にかかる事実につき関係者にヒアリン

グを行うことができる。 

予備調査は、特段の事情がないかぎり異議申立受理後、原則として１ ヶ月程度で終了させ、

手続開始・却下の決定が下される。 

３ ．手続開始決定 

環境担当審査役は、別添の検討フォームに従い、異議申立が本手続の要件に合致しており、

記載内容に相当程度の合理性が認められる場合には、手続開始の決定を下し、その旨総裁

および申立人に書面で連絡する。 

異議申立が却下される場合には、却下の事実とその理由を総裁および申立人に対し書面で

連絡する。なお、異議申立が却下される場合であっても、環境担当審査役は、当該案件の

審査・モニタリングに有用であると考える場合には、投融資担当部署に対して異議申立を

移送することができる。環境担当審査役の投融資担当部署に対するかかる移送は、総裁お

よび申立人に対して通知される。 

申立書記載事項に重大な虚偽があることにより異議申立が却下される場合には、環境担当

審査役は、予備調査に要した費用を申立人に請求することができる。>不当な圧力を生じか

ねないこのような文言は削除されるべき 

４ ．調査および対話の促進 

環境担当審査役は、ガイドライン遵守にかかる事実を調査するため、投融資担当部署に対

してヒアリングを行うことができる。>調査の権限および必要な情報へのアクセスが確保さ

れることを明記すべき 

環境担当審査役は、紛争の解決のため、申立人を含む影響を受けた住民およびプロジェク

ト実施主体の間の対話の促進のため、対話を仲介することができる他、個別にヒアリング

を行うことができる。 



環境担当審査役は、当事者の見解をバランス良く聴取するべきであり、各当事者への個別

ヒアリングは可能な限り同様の形式・回数で行われるべきである。>申立人および実施主体

に対し、審査役が必ずしも同じようなアクセスを得ることができるとは限らないため形式

や回数は異なる状況もあり得る 

環境担当審査役の活動中に、申立人からの申立書に重大な虚偽記載があったことが判明し

た場合には、環境担当審査役は、それまでの活動に要した費用を申立人に請求することが

できるとともに、以後同一の申立人からの異議申立があった場合にはこれを却下できる。 

>不当な圧力を生じかねないこのような費用負担に関する文言は削除されるべき 

５ ．総裁への報告 

環境担当審査役は、異議申立受理後３ ヶ月以内に、ガイドラインの遵守にかかる事実につ

いての調査結果、対話の進捗状況、および当事者間の合意について別添に定める骨子に従

い報告書を作成し、総裁に報告する。>当該案件に対しＪＢＩＣがとるべき対応を勧告する

ことを明記すべき 

環境担当審査役は、ガイドライン遵守・不遵守にかかる事実が十分に確認できなかった場

合、もしくは特にガイドライン遵守・不遵守にかかる事実について環境担当審査役の調査

を必要としないことに当事者の合意があるときには、対話の進捗状況およびかかる当事者

間の合意について総裁に報告する。 

環境担当審査役は、更なる対話の仲介が必要であると判断する場合には、その旨報告書の

中に記載することができる。総裁は報告を受け、更に２ヶ月を限度として対話の斡旋継続

を認めることができる。 

６ ．投融資担当部署からの意見聴取 

投融資担当部署は、原則として、異議申立受理後４ ヶ月以内に、環境担当審査役の報告書

に対する意見および今後のガイドライン遵守確保に向けた対応策等をまとめた意見書を書

面で総裁に提出する。 

７ ．モニタリング・フォローアップ 

案件のモニタリングは総裁の指示に従い、投融資担当部署が行う。 

○情報公開 

手続に関する情報公開は、以下に従い行われる。 

（Ａ ）異議申立が行われたときには、異議申立の受理の事実が、原則として受領後５ 営

業日以内に、申立人に書面で連絡される。>異議申し立ての内容は申立人の個人情報を除き

直ちにウェブサイトで公開されるべき 

（Ｂ ）異議申立につき、予備調査を終了し、調査開始となった場合、または異議申立が却

下された場合には、その旨書面で連絡される。なお、異議申立が却下された場合には、そ

の理由が書面で示される。>異議申し立て却下の理由は直ちにウェブサイトで公開されるべ

き 

（Ｃ ）環境担当審査役の報告書、投融資担当部署の意見書については、当事者間の合意に



基づき、ウェブサイトで公開される。>原則としてすべて情報公開の対象であり情報公開に

当事者間の合意を必要とすべきではない 

その他、環境担当審査役が業務を通じて知り得た情報については、当事者の合意および法

の定めるところにより公開することができる。>原則としてすべて情報公開の対象であり情

報公開に当事者間の合意を必要とすべきではない 

環境担当審査役は、その連絡先を本行ウェブサイトに公開し、また、パンフレットの作成・

配布や本行ウェブサイトでの公告など、本行広報関連部署と連携しつつ、その存在・活動

内容が広く認知されるよう努力しなければならない。 

○見直しおよび経過規定 

本要綱の見直しは、原則としてガイドラインの見直しに併せて実施する。見直しについて

は、それまでに蓄積された利用者からの意見・評価に基づき検討を行う。 

本要綱は平成 15 年 10 月より施行し、平成 15 年 10 月 1 日以降、実質的な融資要請に至

った案件に適用する。 

以上 

 


